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目的 本研究は在宅介護に関わる認知的評価および対処方略・介護による生活影響が，要介護者の

性別および主介護者の続柄（配偶者・息子・娘・嫁）によって異なるか否かを検討することを

目的とした。

方法 37都道府県内の比較的規模の大きい1,110訪問看護ステーションに調査協力を依頼し，83ス
テーションから協力同意を得た。各ステーションの管理者に高齢者介護を行っている同居家族

を最大20まで選抜し，その家族に質問紙調査票を配布するよう依頼した。その結果選抜された

1,278家族の主介護者に，介護に関する認知評価および対処方略・介護による生活への影響に

関する自記式測定尺度を含む無記名の質問紙調査を行った。郵送法にて調査票を回収し，計

1,020家族から回答を得た（回収率79.8）。

結果 要介護者の性別および主介護者の続柄の二元配置分散分析の結果，要介護者の要介護度，主

介護者の認知的介護評価・対処方略・介護による生活への影響の約半数の尺度で有意な交互作

用が認められた。要介護度は，娘が介護する場合，父親より母親の方が高かった。妻を介護す

る夫や義父を介護する嫁で，社会活動制限感が強く，介護のペース配分が悪く，介護による生

活へのネガティブな影響をより強く感じていた。妻を介護する夫は，夫を介護する妻より自己

成長感が低く，父親を介護する娘は受容感が低く，妻を介護する夫は家族等の支援が乏しかっ

た。要介護者の性別による主効果は認められなかったが，主介護者続柄では，配偶者に介護さ

れている要介護者は，子に介護されている要介護者より年齢が低く，認知症も少なかった。ま

た，介護する夫の介護継続に関する不安は高いが，夫・妻とも介護の充足感や受容感は高かっ

た。

結論 在宅介護に関する認知的評価や対処方略および介護による生活への影響は要介護者の性別と

介護者の続柄の組合せによって異なっていることが明らかになった。要介護者のケアだけでな

く，家族介護者の心理的な負担感の軽減方略を視野に入れた介護保険サービスの必要性が示唆

された。
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 緒 言

『家族による介護から社会による介護へ』という

スローガンで導入された介護保険制度1～3)によっ

て，在宅介護問題における家族に要求される比重は

相対的に小さくなったと考えられている。しかし，

この制度により身体的側面に関するサービスは確か

に充実したものの，行政側ではカバーできない側面

における家族介護者への要求はむしろ増大したとい

う報告もある4～8)。家族介護者の負担増大の問題

は，在宅での介護生活の継続困難に直結すると考え

られる1,9,10)。

かつて三世代世帯が多くを占めた時代の家族介護

意識に比べ，現代日本人の介護意識は大きく変容し

てきている7,11)。そして，それは続柄間でも異なっ

ており12)，受容できる介護負担レベルも続柄によっ

て異なる可能性がある。たとえば夫を介護する妻で
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あれば，要介護に至るまでの夫と共有してきた時

間・思い出や関係性によって受容できる程度の介護

負担であっても，介護する子（息子・娘・嫁）にと

っては，より大きな負荷と感じられ，受容レベルを

超えてしまうというような場合である13)。

家族介護者にとって，介護は何らかの労力を要す

るものであり，生活上も何らかの制約を受ける。し

たがって，介護者が要介護者を介護するということ

をどうとらえているのかという認知的評価は，介護

の負担感の形成に大きな影響を持つ。これまでの研

究で，介護者は介護を否定的にとらえるとは限ら

ず，むしろ肯定的にとらえ，やりがいのある活動と

なっている場合もある14,15)ことが分かっている。そ

のため，介護に関する認知的評価は多面的にとらえ

る必要がある16,17)といわれている。

認知的評価とともに重要な変数となっているのが

対処方略である。たとえば，介護をストレッサーと

評価した場合でも，適切な対処方略が執られていれ

ば，ストレッサーによるネガティブな影響（心身の

不調など）の発現程度は抑えられる18～20)。ポジテ

ィブに評価した場合でも，介護生活を継続していく

のには気分転換などの対処方略は有効であ

る21～23)。このように，対処方略の機能によって介

護が介護者の生活に及ぼす影響は規定される。そし

て，その結果が，再び介護に関する認知的評価に影

響するのである。このように，介護者が介護を続け

ている間，これらの変数は常に相互に影響しあって

いると考えられる。

ところで，これまでの家族介護者の介護負担や精

神健康状態に関する研究では，女性介護者と男性介

護者との比較21,24～26)や世代・続柄間14,27,28)での比較

などが行われてきた。しかし，要介護者の性別と介

護者の続柄とを組合せて検討した報告は，我々の知

る限り存在しない。この理由の一つは，これまでの

研究では介護者のカテゴリーで夫と妻を別々に扱

い，息子・娘・嫁等と同時に解析していたことにあ

る。夫と妻を別カテゴリーとした続柄変数では，要

介護者の性別をもう一つの要因として二元配置分散

分析を行おうとしても，欠落セルが生じてしまい解

析ができないのである。

著者ら13)は，介護者の続柄を配偶者・息子・娘・

嫁とカテゴリー化し，要介護者の性別と組合せて介

護者の精神健康状態を検討した。その結果，要介護

者の性別と介護者の続柄との有意な交互作用を認

め，義父を介護する嫁は最もメンタル不調状態にあ

り，夫を介護する妻や義母を介護する嫁，母親を介

護する息子・娘よりも有意に悪いことを報告した。

さらに，精神健康状態を従属変数とした介護に関す

る認知的評価・対処方略・生活への影響との関連性

検討から，嫁および娘のメンタル不調に関連する要

因は要介護者の性別によって影響が異なっているこ

とを明らかにした。

この報告13)は，要介護者の性別や介護者の続柄に

よって，介護者の精神健康状態に対する認知的介護

評価や対処方略・生活への影響の関わりが異なるの

か否かを検討したものである。しかしながら，認知

的介護評価・対処方略・生活への影響自体の相違に

ついては言及されていない。すなわち，たとえば介

護のために社会活動が制限されているという認知的

評価は，どの続柄の介護者にも共通にみられる危険

因子だが，その認知的評価の程度が，要介護者の性

別と介護者の続柄の組合せによって異なるのか否か

というような，平均値レベルの検討はされていない

のである。介護を担う子の認知的評価や対処方略・

生活への影響が，要介護者が父母あるいは義父母に

よって異なるのか否かを検討するためにも，要介護

者の性別と介護者の続柄とを組合せて検討する必要

性がある。そこで本研究ではこの点を検討すること

を目的とした。本研究では次の 3 仮説を設定した。

仮説 1介護に関わる主介護者の認知的評価は，要

介護者の性別と介護者の続柄の組合せによって

異なる。とくに義父を介護する嫁が最もネガテ

ィブであり，夫を介護する妻は最もポジティブ

である。

仮説 2介護に関わる主介護者の対処方略の活用程

度は，要介護者の性別と介護者の続柄の組合せ

によって異なる。とくに義父を介護する嫁が対

処方略の活用が最も少なく，夫を介護する妻は

最も多い。

仮説 3介護による主介護者の生活への影響の評価

は，要介護者の性別と介護者の続柄の組合せに

よって異なる。とくに義父を介護する嫁が最も

生活へのネガティブな影響を評価している。

なお，これまで要介護者性別と主介護者続柄を組

合せた在宅介護状況や介護者の認知的評価・対処方

略・生活への影響に関する比較検討は存在せず，本

報告が初めてである。

 研 究 方 法

. 調査対象と調査方法

調査対象のサンプリング手続きは図 1 に示すとお

りである。まず，東日本大震災被災指定地域を除く

37都道府県内の WAMNET29)に掲載された訪問看

護ステーションから，都道府県ごとに看護・保健師

数が多い順に30ヶ所を抽出し，抽出した1,110ス
テーションの管理者に調査協力依頼書を送付した。
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図 本研究の調査手続き

181第63巻 日本公衛誌 第 4 号2016年 4 月15日

その結果，91ステーション（8.2）から返信回答

が得られ，83ステーション（7.5）から同意が得

られた。その83ステーションの管理者に協力の得ら

れそうな在宅介護を行っている世帯で，要介護度お

よび介護期間が異なる世帯を最大20世帯まで選定す

るよう依頼した。各ステーションより 3～20世帯，

83ステーションで計1,278世帯が選定された。訪問

看護師の協力を得て，この調査対象世帯に調査趣旨

説明書・協力依頼書・質問紙調査票を配布した。

調査は主介護者を対象として行い，調査に同意し

た場合に調査票回答後，返信用封筒を用いて直接研

究者宛に郵送するよう依頼した。1,278部の調査票

を配布したうち，1,020部の回答が得られた（回収

率79.8）。なお，調査は無記名で行い，調査概要

の説明文書および調査票表紙には，回答をもって同

意したとみなす旨を明記した。調査票配布から郵送

受取〆切までの調査期間は2011年11～12月であった。

. 調査項目

介護状況の基本情報として，次の事項を尋ねた。

すなわち，要介護者の性・年齢，要介護度，認知症

の程度（なし・軽度・中等度・重度），日常生活自

立度，医療的ケアの数（胃ろう・人工肛門・バルン

留置カテーテル・吸引・在宅酸素療法・人工呼吸

器・点滴・インスリン注射・中心静脈栄養・褥瘡・

透析），利用している介護保険サービス（訪問看護・

訪問介護・デイサービス・デイケア・訪問入浴・訪

問リハビリテーション・ショートステイ），介助の

程度（食事・服薬・入浴・着替え・歩行・車椅子移

動・トイレ・オムツ交換），夜間介護の有無，同居

家族数および続柄，在宅介護期間である。また，主

介護者の性・年齢に加えて，主介護者の要介護者と

の続柄，健康状態（かなり良い・まあ良い・やや悪

い・悪い），仕事（無職・パート・常勤），介護を手

伝ってくれる人（いる・いない，いる場合にはそれ

は誰か），介護のことで相談できる人（いる・いな

い，いる場合にはそれは誰か）についての回答も求

めた。

介護者の認知評価や対処方略の測定には，2 つの

標準的な測定尺度を用いた。介護の認知的評価は広

瀬らの認知的介護評価尺度17)を用いた。この尺度は

介護に対する評価を肯定・否定の両側面から捉えた

尺度であり，肯定的側面は「介護役割充足感」6 項

目，「高齢者への親近感」4 項目，「自己成長感」3
項目，否定的側面は「社会活動制限感」5 項目，

「介護継続不安感」5 項目，「関係性における精神的

負担感」3 項目の全26項目で構成され，十分な信頼

性，妥当性が確認されている。回答選択肢は「まっ

たくそう思わない（配点 1）」から「とてもそう思

う（配点 4）」までの 4 段階評定で，得点が高いほ

ど肯定的あるいは否定的な認知評価が高いことを表

す。本研究では，精神健康尺度と内容的に重複する

項目がある「関係性における精神的負担感」を除い

た 5 下位尺度各々で，広瀬らの因子分析結果17)で因

子負荷量の上位 3 項目を抜粋した計15項目を用い

た。なお，本研究のデータでこの短縮版の因子分析

（最尤法）を行い，固有値1.0以上の 5 因子をプロマ

ックス回転し，元の因子構造が保たれていることを

確認した（表 1）。各短縮下位尺度（a 信頼性係数）

は「社会活動制限感（ .81）」，「介護継続不安感

（.84）」，「介護役割充足感（.68）」，「高齢者への親

近感（.86）」，「自己成長感（.75）」であった。

岡林らの対処方略尺度20)は介護者の対処方略を捉

えるのに頻用されている測定尺度で，5 下位尺度全

16項目で構成されている。回答選択肢は「全然でき

ていない（配点 1）」から「よくできている（配点 4）」
までの 4 段階評定である。いずれも得点が高いほ

ど，各側面の対処方略が用いられていることを表

す。本研究での a 信頼性係数は「介護におけるペー

ス配分（.68）」・「介護役割の積極的受容（.83）」・
「気分転換（.83）」・「私的支援追求（.75）」・「公的

支援追求（.65）」であった。

また，主介護者の介護による生活への影響を測定

するために，独自に作成した介護生活影響尺度を用

いた。これは家族介護者に対する質的研究30)で抽出

された介護による生活への影響を測定するもので，

「介護による生活へのポジティブな影響（.82）」・
「介護による生活へのネガティブな影響（.87）」の

2 下位尺度・各 4 項目より構成される（カッコ内は
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表 広瀬らの認知的介護評価尺度短縮版の因子構造

項 目
1

高齢者へ
の親近感

2
介護継続
不安感

3
社会活動
制限感

4
自己

成長感

5
介護役割
充足感

1 趣味や社会活動など自由時間がとれなくて困る。 －.008 －.019 .853 .008 －.016
2 ○○さんのことが気になって，昼間思うように外出でき

ないので困る。
.021 －.029 .821 －.036 .058

3 親戚・近隣・友人との付き合いに支障をきたして困る。 －.029 .096 .600 .010 －.007
4 この先ずっとお世話を続けていかなければならないこと

が不安である。
－.030 .719 .147 .040 －.138

5 この先，○○さんの状態がどうなるのかわからないこと
が不安である。

.007 .813 －.066 －.016 .118

6 今後お世話をすることが自分の手に負えなくなるのでは
ないか不安になる。

.022 .823 －.004 －.006 .016

7 ○○さんのお世話を義務感というより自分の意思で行っ
ている。

.097 .012 .008 －.048 .583

8 私たちは介護することは価値のあることだと思う。 －.104 .012 －.058 .041 .839
9 自分たちは○○さんのために必要なことを行っている。 .127 .018 .170 －.001 .465

10 ○○さんはあなたがお世話をしていることに感謝してい
ると思う。

.935 .037 .001 －.019 －.111

11 お世話することで○○さんと気持ちが通じ合うように感
じる。

.728 .003 －.054 .060 .108

12 ○○さんが家族によって介護されていることをうれしく
思う。

.706 －.053 .027 .029 .100

13 介護することは自分の老後のためになると思う。 .065 .049 －.074 .587 －.049
14 介護のおかげで人間として成長したと思う。 －.017 －.043 .053 .930 －.055
15 ○○さんのお世話をすることで学ぶことがたくさんある。 －.002 .014 －.011 .552 .202

因子間相関

2 －.118
3 －.031 .576
4 .574 －.030 －.033
5 .640 .076 .143 .589

因子抽出法最尤法，プロマックス回転
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a 信頼性係数）。回答選択肢は「よくあてはまる」

から「あてはまらない」の 4 段階評定で，得点が高

いほどポジティブあるいはネガティブな影響が高い

ことを表す。この介護生活影響尺度は看護学教授・

講師計 3 人，心理学教授 1 人による内容的妥当性の

検討を経て作成されており，2 因子構造および構成

概念妥当性が確認されている（詳細は筆頭著者より

提供可能）。なお，これらの測定尺度の回答に際し

ては，過去 3 か月を測定期間とした。

. 分析方法

要介護者の状況，主介護者の認知的介護評価や対

処方略などを要介護者の性別および主介護者の続柄

間で比較した。介護手伝い（有無）のような二値変

数では，要介護者の性別および主介護者の続柄を要

因とした比の差の分散分析（逆正弦変換検定）を用

い，認知的介護評価や対処方略などの連続変数では

通常の分散分析を用いた。要介護者性別と主介護者

続柄の交互作用を認めた場合，通常の分散分析では

単純主効果検定（Bonferroni 補正）を行った。交互

作用が認められない場合には，要介護者性別および

主介護者続柄の主効果検定を行った。比の分析では

x2 検定の調整済残差分析を行った。比の差の分散

分析には岡本安晴氏提供の分析ソフト31)を用い，そ

の他の分析には IBM/SPSS ver18を用いた。

. 倫理的配慮

訪問看護ステーションの管理者および介護家族に

は，研究目的・方法，介護家族および施設の匿名性

の確保，研究参加への自由意思の尊重，不参加によ

る不利益がないこと，本調査は介護サービス機関と

は関係がないことなどについて，文書で説明した。

回答済調査票の返信をもって，介護家族の同意を得

たとみなした。なお，本研究は神戸大学大学院保健

学研究科保健学倫理委員会の承認（平成23年10月18
日）を得た。
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表 要介護者の介護状況および主介護者の年齢・年齢差

女性要介護者 男性要介護者
F 値 単純主効果検定

主介護者続柄（人数) 主介護者続柄（人数)

夫
（126)

息子
（73)

娘
（204)

嫁
（128)

妻
（320)

息子
（15)

娘
（43)

嫁
（23)

要介護者
性別

主介護者
続柄

性別 X
続柄

要介護者
性別間

主介護者
続柄間

要介護者

年齢 73.41 88.02 86.73 90.04 75.85 82.56 87.27 87.78

（7.7) （7.0) （8.9) （6.0) （8.5) （9.4) （5.8) （7.3)
2.3 130.2 4.8 1＜5

6＜2
1＜2, 3, 4; 3＜4

5＜6,7,8
要介護度 3.8 3.6 4.03 3.8 3.8 4.3 3.47 4.0

（1.5) （1.5) （1.4) （1.3) （1.4) （1.3) （1.4) （1.0)
0.4 0.5 3.1 7＜3

自立度 3.5 3.4 3.5 3.5 3.4 3.7 3.2 3.4
（0.7) （0.7) （0.7) （0.8) （0.8) （0.6) （0.8) （0.7)

0.6 1.0 2.6

介護種類数 4.9 4.1 5.0 4.5 5.1 4.6 4.9 5.1
（2.1) （2.0) （1.9) （1.9) （1.9) （2.0) （2.1) （1.8)

2.2 1.5 0.6

医療的ケア数 1.3 0.9 1.0 0.9 1.3 1.5 0.8 1.1
（1.3) （1.1) （1.1) （1.0) （1.3) （1.3) （1.1) （1.1)

2.0 3.6 1.5

サービス利用種
類数

3.0 2.7 2.7 2.6 2.8 2.8 2.7 2.9
（1.1) （0.9) （1.0) （0.9) （1.1) （1.3) （0.9) （0.8)

0.1 1.2 0.9

介護月間 71.6 61.5 71.3 61.5 76.3 39.6 71.3 48.3
（62.1)（66.8)（62.6)（53.2) （72.3)（32.7)（86.8)（38.2)

1.2 3.1 0.8

家族人数
（要介護者除く)

2.0 1.8 2.1 3.1 2.1 2.3 2.2 3.6
（1.6) （1.3) （1.4) （1.5) （1.6) （1.0) （1.5) （1.4)

3.3 16.6 0.5

主介護者

年齢 75.2 63.1 59.7 60.3 71.9 56.0 58.1 56.5
（7.8)（10.2) （9.7) （8.6) （8.4) （9.0) （8.3) （6.9)

18.7 144.0 1.2

年齢差 －1.61 25.12 27.13 29.74 3.95 26.56 29.17 31.28

（3.1) （8.9) （5.4) （7.0) （3.8)（11.0) （6.1) （4.4)
21.2 1,293.3 6.1 1＜5

3＜7
1＜2＜3＜4
5＜6,7,8

表中の数字は平均（SD）を表す．P＜.05, P＜.01.
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 研 究 結 果

. 要介護者の状況および主介護者の年齢

要介護者の年齢・要介護状態に関する情報および

主介護者の年齢を表 2 に示す。調査期間中に1,020
部の調査票回答が得られたが，要介護者の性別およ

び主介護者続柄の記入漏れ，あるいは配偶者・子以

外が主介護者の回答を除外し，932家族のデータを

本研究の解析対象とした（有効回答率91.4）。な

お，要介護者の年齢や主介護者の状況，ならびに介

護に関わる主介護者の認知的評価や対処方略などの

個別の解析では，欠損値回答者が除外されている場

合がある。

女性要介護者（n＝531）に対しては娘が主介護

者となっている場合が最も多く（n＝204 : 38.4），

次いで嫁と夫がほぼ同数（順に128 : 24.1，126 :
23.7）であった。男性要介護者（401）では妻が

ほとんど（320 : 79.8）で，娘（43 : 10.7）・嫁

（23 : 5.7）と続いていた。

要介護者の年齢に対する要介護者の性別と主介護

者の続柄の交互作用は有意であった。配偶者間での

介護では，妻が介護する夫の方が夫が介護する妻よ

りも有意に高齢であった。息子が介護する場合には

逆に，母親の方が高齢であった。なお，主介護者続

柄の有意な主効果を認め，配偶者が介護する場合，

要介護者の年齢は70歳代半ばであるのに対し，子が

介護する場合にはそれより10歳は高齢だった。要介

護度も交互作用を認め，娘が介護する父親より母親

の方が要介護度が有意に高かった。医療的ケア数・

介護月間・家族人数では交互作用は認められず，主

介護者の続柄の主効果が認められた。

主介護者の年齢でも交互作用は認められなかった

が，要介護者性別および主介護者続柄それぞれの主

効果が認められた。女性要介護者の場合の方が主介

護者は高齢で，また配偶者介護者の場合の方が高齢

であった。また全体として，日常生活自立度（寝た

きり度）はランク B 以上で，4～5 種類の介護を受

けており，2～3 種類の介護サービスを利用してい

た。

. 要介護者の認知症および主介護者の状況（表

3）
要介護者の認知症率および主介護者の状況（有無

で測定された変数）のうち，要介護者性別と主介護

者続柄の交互作用を認めたのは，健康問題ありの比

率のみであった。残差分析に基づくと，義父を介護

する嫁で有意に健康問題を有する割合が高く，義母

を介護する嫁では有意に少なかった。それ以外の変

数では主介護者続柄の主効果が認められた。要介護

者の年齢差を反映して，認知症の割合は配偶者が介

護する場合では 4 割程度で有意に低く，子が介護す
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表 要介護者の認知症保有率および主介護者の状況（)

女性要介護者 男性要介護者
x2（逆正弦変換検定)

主介護者続柄（人数) 主介護者続柄（人数)

夫
（126)

息子
（73)

娘
（204)

嫁
（128)

妻
（320)

息子
（15)

娘
（43)

嫁
（23)

要介護者
性別

主介護者
続柄

性別 X
続柄

要介護者

認知症あり（) 40.9a 66.7b 63.3b 70.6b 42.2a 71.4 42.5 73.9 0.3 23.3 4.0
主介護者

介護手伝いなし（) 44.4 38.4 39.7 18.8a 45.6b 26.7 39.5 13.0a 0.9 23.0 1.2
相談相手なし（) 46.0 54.8b 38.2 30.5a 36.6 53.3 37.2 34.8 0.1 9.7 1.0
健康問題あり（) 32.8 21.9 23.3 17.3a 28.5 14.3 23.3 43.5b 0.5 5.2 8.3
仕事あり（) 10.3a 39.7b 29.4b 32.3b 7.9a 33.3 25.6 26.1 1.1 24.7 0.1

P＜.05, P＜.01. a調整済み残差＜－1.96, b調整済み残差＞＋1.96

表 要介護者性別および主介護者続柄別にみた認知的介護評価尺度・対処方略尺度・介護生活影響尺度の平均値

（標準偏差)

女性要介護者 男性要介護者
F 値 単純主効果検定

主介護者続柄（人数) 主介護者続柄（人数)

夫
（123)

息子
（71)

娘
（201)

嫁
（125)

妻
（304)

息子
（14)

娘
（43)

嫁
（23)

要介護者
性別

主介護者
続柄

性別 X
続柄

要介護者
性別間

主介護者
続柄間

認知的介護評価尺度（短縮版)

社会活動制限感 8.41 7.6 7.73 7.74 7.95 7.6 7.9 8.78

（1.7) （1.7) （1.7) （1.9) （2.0) （2.0) （1.7) （2.1)
1.0 1.9 4.2 5＜1

4＜8
3, 4＜1

介護継続不安感 9.1 7.8 7.9 8.1 8.7 8.4 8.3 8.7
（1.8) （1.8) （1.9) （2.1) （1.9) （2.3) （2.1) （2.1)

2.4 7.0 2.0

介護役割充足感 9.3 8.9 9.1 8.8 9.3 8.8 8.8 8.4
（1.1) （1.6) （1.5) （1.3) （1.4) （0.7) （1.6) （1.1)

1.8 6.5 0.9

高齢者への親近
感

8.8 8.7 8.9 8.3 9.0 8.6 8.3 7.9
（1.6) （1.9) （1.7) （2.0) （1.8) （1.4) （1.8) （2.2)

1.9 5.3 2.4

自己成長感 8.31 8.0 8.4 8.3 8.75 7.9 8.0 8.0
（1.5) （1.6) （1.9) （1.5) （1.8) （2.0) （1.5) （1.8)

0.5 2.2 2.7 1＜5

対処方略尺度

介護における
ペース配分

8.91 9.1 9.03 8.9 9.35 8.8 8.57 8.38

（1.5) （1.6) （1.5) （1.7) （1.7) （1.7) （2.1) （2.0)
2.3 2.9 4.5 1＜5

7＜3
7, 8＜5

介護役割の積極
的受容

9.41 8.9 9.33 9.0 9.85 8.9 8.87 9.0
（1.7) （1.7) （1.6) （1.5) （1.7) （1.5) （2.0) （1.3)

0.1 6.7 3.3 1＜5
7＜3

7＜5

気分転換 7.2 7.6 7.6 7.8 7.6 7.4 7.6 7.0
（2.1) （2.5) （2.4) （2.5) （2.5) （2.9) （2.6) （2.2)

0.3 0.2 1.3

私的支援追求 6.61 6.9 7.53 7.64 7.45 6.5 7.3 7.3
（2.1) （2.1) （2.3) （1.9) （2.2) （2.4) （2.5) （1.9)

0.0 2.1 2.8 1＜5 1＜3, 4

公的支援追求 8.7 9.0 9.0 9.1 9.0 9.0 9.0 9.2
（1.8) （1.5) （1.8) （1.6) （1.8) （1.7) （1.7) （2.0)

0.2 0.6 0.4

介護生活影響尺度

介護による生活
へのポジティブ
な影響

10.4 10.1 10.4 10.3 10.7 9.3 9.8 9.9
（2.1) （2.5) （2.6) （2.3) （2.7) （3.3) （2.7) （2.7)

2.0 3.0 1.4

介護による生活
へのネガティブ
な影響

9.91 9.1 9.1 9.14 8.85 9.0 9.9 10.58

（2.7) （2.5) （2.6) （2.8) （3.1) （3.5) （2.9) （2.6)
0.6 1.0 6.2 5＜1

4＜8
4＜1
5＜8

P＜.05, P＜.01.
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る女性で有意に高かった。介護手伝いがいない割合

は嫁で有意に低かった。相談相手なしの割合は母親

を介護する息子で有意に高く，嫁で有意に低かっ

た。仕事を持っている介護者の割合は，配偶者を介

護する夫・妻で有意に低く，母親・義母を介護する

子で有意に高かった。

. 認知的介護評価・対処方略・介護による生活

への影響における要介護者の性および主介護者

続柄による相違（表 4）
認知的介護評価 5 尺度のうち 2 尺度，対処方略 5

尺度のうち 3 尺度，介護による生活へのネガティブ

な影響尺度で，要介護者性別と主介護者続柄の交互
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作用が認められた。ネガティブな認知的介護評価の

「社会活動制限感」は，配偶者が介護する場合には

女性を介護する方（夫）が有意に高いが，嫁が介護

する場合は男性を介護する方が高かった。さらに，

女性を介護する場合には，娘や嫁よりも配偶者の方

が有意に高値を示し，男性を介護する場合には配偶

者より嫁の方が高値を示した。ポジティブな認知的

介護評価の「自己成長感」は，妻を介護する夫より，

夫を介護する妻の方が高かった。

「介護におけるペース配分」および「介護役割の

積極的受容」は，配偶者が介護する場合には男性を

介護する方（妻）が有意に高いが，娘が介護する場

合には逆に女性を介護する方が高かった。また男性

を介護する場合には，娘よりも配偶者の方が有意に

高かった。配偶者間での有意差は「私的支援追求」

でも同様だったが，妻を介護する夫は母親・義母を

介護する娘・嫁とも有意差を認めた。「介護による

生活へのネガティブな影響」は，「社会活動制限感」

とほぼ同様の有意差がみられた。

要介護者性別の主効果は検出されなかったが，主

介護者続柄では「介護継続不安感」・「介護役割充足

感」・「高齢者への親近感」の 3 認知的介護評価尺

度，対処方略の「介護におけるペース配分」・「介護

役割の積極的受容」，および「介護による生活への

ポジティブな影響」で認められた。唯一のネガティ

ブ尺度である「介護継続不安感」では，嫁と配偶者

が息子・娘よりも高い値を示した。その他のポジテ

ィブ 6 尺度は，いずれも配偶者が高値を，嫁・息子

が低値を示した。

 考 察

. 対象者の属性

本研究では37都道府県の比較的規模の大きい

1,110訪問看護ステーションのうち，調査協力が得

られた83ステーションを利用している1,020介護家

族から得た質問紙調査に基づき，在宅介護に関わる

主介護者の認知的介護評価・対処方略・介護による

生活影響が要介護者の性別および主介護者の続柄に

よって異なるか否かを検討した。

平成25年国民生活基礎調査32)によると，要介護者

の年齢分布は男性要介護者では80～84歳（25.4），

女性要介護者では85～89歳（26.8）が最も多い。

主介護者の年齢分布を介護者との組合せでみると，

70歳代の要介護者に対しては70歳代の主介護者が最

も多いが（50.6），80歳代の要介護者では50歳代

の要介護者が最も多い（29.9）。主介護者の68.7
は女性で，要介護者と同居している場合が最も多く

（61.6），続柄では配偶者（26.2），子（21.8），

子の配偶者（11.2）の順となっている。

本研究の要介護者および主介護者の性・年齢分布

（表 2）は，この全国調査32)と概ね同程度であり，

本研究が全国の在宅家族の介護状況をある程度反映

しているものと推察できる。ただ，本研究の調査が

訪問看護ステーションを利用している家族をベース

にしたものであるため，平成25年介護保険事業状況

報告33)と比較すると，本研究の方が中重度要介護者

の割合が多い。要介護度別にみた同居の主介護者の

介護時間32)は，要介護 3 以上では「ほとんど終日」

が最も多い。このように介護に多くの時間を要する

状況が，本研究における認知評価や対処方略，なら

びに生活への影響に関する評定に影響している可能

性は否定できない。

. 認知的介護評価・対処方略・介護による生活

影響の要介護者性別と主介護者続柄の組合せに

よる相違

要介護者性別および主介護者続柄を組合せた検討

では，12変数のうち半数で有意な交互作用を認めた

（表 4）。とくに義父を介護する嫁はネガティブな認

知的介護評価の「社会活動制限感」が高く，「介護

におけるペース配分」対処が乏しく，「介護による

生活へのネガティブな影響」をより強く感じてい

た。義母を介護する嫁では，実の息子や娘が介護し

ている場合とほぼ同程度であることから，義父を介

護する場合にとくに認められる結果であるといえよ

う。

介護する夫の方がより好ましくない値を示す尺度

もあるが，これらの結果より，本研究の仮説 1～3
は部分的に支持されたとみなすことができる。娘の

「高齢者への親近感」・「介護役割の積極的受容」は，

母親より父親を介護する場合の方が有意に低かった

が，実の娘でも介護に否定的なのだから，義理の関

係であれば尚のこと抵抗があるのは容易に想像でき

る。これまで，嫁は他の家族介護者に比べて，介護

に対してポジティブな評価をせず34)，介護継続意思

が乏しい14)ことや長男の嫁は他の続柄（妻・長女）

よりも介護受容レベルが低い35)など，とくに嫁の介

護に関するネガティブな状況が報告されているが，

本研究の結果もそれらと符合する。

ただし，表 3 にみるように，嫁が介護する場合，

要介護者の認知症保有率が最も高く，とくに嫁が介

護する義父の認知症保有率は，娘が介護する実父よ

り有意に高いことも考慮に入れる必要がある。認知

症介護の場合，症状によっては非常に多くの時間を

介護に費やさざるを得ない32)。介護に要する時間に

応じて，介護者の日常生活が束縛される程度は増

す。介護者は自身の社会生活が制限されていると感
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じ，散歩や趣味を楽しむというような気分転換を促

進する対処方略の時間も奪われる。ほとんどの場

合，介護生活の期限は不明である。したがって，こ

のような介護生活がいつまで続くのかという不安は

増大し，介護に対してより否定的な認知をもたらす

ものと考えられる。嫁が介護する義父の場合，高い

認知症率ゆえ，このような介護状況となっている可

能性もある。

. 従来の介護役割規範と現在の介護者の認知的

介護評価とのずれ

我々はすでに，主介護者の精神健康状態は要介護

者性別および主介護者続柄の組合せによって異な

り，とくに義父を介護する嫁が精神的に最も不健康

状態にあることを報告した13)。これは妻と嫁が他の

続柄に比べて抑うつ症状が高いという Sugihara ら

の知見36)をさらに深めるものであり，とくに男性要

介護者の場合に精神健康状態が悪化することを示し

たものである。

日本における女性の介護役割は大きく変わってき

ている7,11)。高齢者を介護する嫁介護者の割合も

1995年の3437)から，2001年22.538)，2011年11.2
32)と大きく減少してきている。反して，同居する

実子の介護割合は微増している（2001年19.9，

2011年21.8)32,38)。一方，現在の要介護高齢者の

うち，女性は自分自身も義父母・父母の嫁や娘とし

ての介護経験者であり7)，男性も女性も，親の介護

規範が優勢な頃に育っている11)。それゆえ，子ども

世代の介護役割に関する規範意識の低下7)は要介護

者の意識や期待とのギャップを生み，双方に情緒的

な葛藤を生じさせる可能性がある。

平松39)は伝統的な価値観に基づく介護規範意識と

80年代後半から推進されてきた男女平等役割意識と

の矛盾がどう介護ストレスと関係するのかを調査

し，「平等志向型」介護意識を持つ娘や「葛藤型」

の嫁では介護ストレスを強く認知していることを報

告している。介護規範意識は介護のとらえ方に影響

しており，それにより介護者の受容可能な負担レベ

ルは異なると考えられる。介護は主婦業としての仕

事の一部であり，主婦の義務であると考える伝統的

な要介護者および家族の場合，当然の「務め」とし

て義父母の介護役割を担わざるを得ない40)。しか

し，義父母の介護者は要介護者と血縁関係がないた

め，愛情や情緒的な絆を持ちにくく，介護を否定的

にとらえる傾向があり28)，ポジティブな介護意識で

ある「充実感」は嫁が最も低く，娘より有意に低い

という報告12)もある。血縁関係のない異性である義

父の介護は，嫁の負担感の増大や精神健康を損なう

可能性が高いといえる。

夫が介護する場合，社会活動制限感が高く，介護

による生活へのネガティブな影響も高いが（表 4），
この理由の一つも，上述のような自身の子どもが介

護することへの期待と現実のギャップによると考え

ることもできる。一方，息子ではこのような父・母

を介護する場合の差異は認められず，妻が介護する

場合は，夫や子が介護する者よりも，介護に関する

ネガティブな評価が低く，より望ましい対処方略で

あった（表 4）。息子が介護する者のうち，とくに

父親を介護する息子の人数が少ないことの影響も否

定できないが，これらは社会的圧力とは関係しない

ところで介護役割を担っていることを示唆している

のかもしれない。

. 家族介護者の心理的側面への介入の重要性

本論文では，精神健康状態が最も悪い義父を介護

する嫁に注目したが，実際にはどの続柄の家族介護

者も一般地域住民に比べて著しく精神不健康状態で

ある13)ことに留意すべきである。在宅介護は介護者

にポジティブ・ネガティブ両方の感情12,26)やアンビ

バレントな感情・評価41,42)を引き起こす。在宅介護

の根幹には要介護者と家族介護者との情緒的なつな

がりがあり，さらに家族内で互いを尊重し配慮しあ

うような関係，専門職への信頼感や近所の人々の心

理的な支え（共感や賞賛）など，情緒的・心理的要

素が重要である10)。介護に対する負担感・ネガティ

ブ感情の軽減と肯定感・ポジティブ感情の保有は介

護の継続意思を規定する大きな要因となってい

る14,34)。

介護肯定感の形成には気分転換などの回避型対処

行動が有効である15)と言われている。Sugiura ら25)

は夫が介護する場合，仕事を持つことがうつ軽減に

関連していると報告しているが，本集団でも同様

に，仕事ありは介護する夫の精神不健康状態を有意

に軽減する要因となっている13)。仕事を持つという

ことは，定期的に家族外の人や外部組織との接触を

促すという機能があり，また周りの人たちに説明し

やすい「介護から一時的に離れることの正当な理由」

を提供するものでもある。ワークライフバランスの

重要性が叫ばれる中で，外に仕事を持つことはむし

ろ有効な対処方略の一つであることを示唆している

ともいえる。その一方で，女性が介護する場合には

その効果が認められていないのは，家事のほとんど

を女性が担っており，気分転換を図る余裕はないと

いう現状を反映しているのかもしれない。

高齢者の要介護者数は急速に増加してきてお

り43)，それに伴い，在宅介護に関わる家族介護者の

数も今後明らかに増えていく。その一方で，介護制

度で対応できる要介護者数には限りがあるため，同
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居家族がいる場合には介護サービスの利用が制限さ

れてしまっているという現実もある。先行研究13)お

よび本研究で示された家族介護者の負担の様相は，

要介護者のケアによる介護者の物理的な負担の軽減

だけではなく，心理的な側面への介入も視野に入れ

た施策の必要性を示唆している。介護認定に応じ

て，一定期間，ケアプランを固定するという現在の

方法から，家族介護者の都合や状況に応じて介護

サービス内容を増減できるような柔軟な運用方法の

導入や，介護者の続柄も考慮に入れた介護者に対す

る支援プログラムなどの構築・運用が望まれる。

. 研究の限界と課題

本研究には，いくつかの限界と課題がある。第一

に，標本抽出および調査票回収の過程で生じている

セレクションバイアスである。本研究では，多忙を

きわめる訪問看護ステーションの中でも，人的資源

の関係で相対的に協力可能性が高いと思われた規模

の大きなステーションを選抜し，そのステーション

に質問紙調査への協力が得られそうな家族介護者へ

の配布を依頼した。そのため，依頼対象が訪問看護

ステーションとの関係が良好な家庭に偏っている可

能性は否定できず，標本の代表性が確保されている

とは言えない。今後，より適切な標本抽出に基づい

た再検討が必要である。第二に，要介護者の性別と

主介護者続柄の組合せのうち，いくつかの群のデー

タ数が十分ではないことが挙げられる。とくに，実

父を介護する息子や義父を介護する嫁は他の群より

も非常に少数であり，結果の一般化は大きく制限さ

れる。第三に，横断調査に基づく本研究のデータ

は，現在の主介護者のある時点での結果でしかない

ということである。男性要介護者を介護する妻と息

子の介護期間（表 1 ）のように，続柄によって介護

期間は 2 倍近い開きがある。これは，おそらく介護

当初，妻が介護していたものが，何らかの理由によ

り息子に交代したというような，家族介護の状況の

変化が反映されている可能性が高いものと思われ

る。嫁が主介護者になっている場合も同様のことが

想定される。今後の研究では，要介護状態になって

から，家族員の中で主介護者・副介護者（複数の場

合も）を誰が担当してきているのか，さらにその役

割担当・分担がどのように決められたのかという家

族介護の経緯など，介護意識や負担感，あるいは介

護に対するネガティブ・ポジティブな認知に大きな

影響を及ぼす可能性がある事項に関する情報も考慮

する必要があるだろう。

本研究の調査にご協力いただいた介護家族および訪問

看護師のみなさまに，心より御礼申し上げます。本研究

は公益財団法人日本生命財団の助成を受け実施した。な

お，両著者ともに開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2015. 8.26
採用 2016. 2.29)
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DiŠerences in caregivers' cognitive appraisal, coping strategies, and perceived
in‰uence on life by care recipients' sex and kinship with primary caregivers

Noboru IWATAand Kazuko HORIGUCHI2

Key wordsfamily caregiving, care recipient's sex, kinship, caregivers' cognitive appraisal, coping
strategies, perceived in‰uence on life

Objectives This study was aimed at examining whether caregivers' cognitive appraisal, coping strategies,
and perceived in‰uence on life vary according to care recipients' sex and caregivers' kinship (e.g.,
spouse, son, daughter, or daughter-in-law).

Methods We contacted 1,110 relatively large visiting nursing stations in 37 prefectures, 83 of which agreed
to participate in the study. Station managers were requested to select up to 20 families with an elder-
ly person to care for. A questionnaire that included measures for caregivers' cognitive appraisal,
coping strategies toward family caregiving, and caregivers' perception, which measures the percep-
tions of negative and positive in‰uences on family life through caregiving, was administered to the
1,278 families selected by the nursing stations. From this pool, 1,020 questionnaires (79.8) were
returned, completed anonymously by primary caregivers.

Results Two-way analysis of variance was used to analyze the care recipients' sex and kinship with prima-
ry caregivers. The analysis revealed signiˆcant interactions regarding the level of care required and
approximately half of the scales measuring cognitive appraisal, coping strategies, and perceived in-
‰uence on life. The level of care required was higher for male care recipients than for female care
recipients when recipients were cared for by their daughters.

Husbands caring for wives and daughters-in-law caring for fathers-in-law were more likely to feel
`̀ restricted in their social life,'' have di‹culty `̀ keeping pace'' with caregiving, and have `̀ negative
in‰uence on life.'' Husbands caring for wives felt less `̀ personal growth through caregiving'' than
wives caring for husbands. Daughters caring for fathers perceived a lower `̀ positive acceptance of
caregiving role'' than those caring for mothers. Husbands caring for wives tended not to seek `̀ infor-
mal support.''

Care recipients' sex had little in‰uence on caregivers' cognitive appraisal, coping strategies, and
caregivers' perceptions of negative and positive in‰uences on family life. Regarding the main eŠects
of caregivers' kinship, spousal caregivers felt more anxious about continuous caregiving but felt
more `̀ fulˆlled'' and `̀ positively accepted'' in their caregiving role.

Conclusion Cognitive appraisal and coping strategies toward family caregiving, and the caregivers' percep-
tions of negative and positive in‰uences on life might vary according to care recipients' sex and
caregivers' kinship. Our ˆndings suggest the necessity for long-term care insurance services to incor-
porate not only care for the care recipients but also a strategy to deal with the psychological burden
of family caregivers.
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